
サマーレビュー協議事項調書 

1 部局名 
（課名） 

危機管理監 （危機管理課） 

2 協議事項
（案件名） 

広域防災倉庫（備蓄保管場所）の確保について 

3 背景・現状
（現状把握で

きる統計数

値など） 

・市内 184箇所の指定避難所の防災倉庫や教室、21箇所広域防災倉庫に非常食や資
機材を備蓄している（原則、指定避難所に備蓄することとしているが、備蓄スペ

ースが不足する場合は広域防災倉庫に備蓄している）。

・新たな備蓄品（感染症対策用）により、スペース不足が深刻化している。

・2022年度には、備蓄品目や数量、保管のあり方について、（一社）地方自治研究
機構と共同調査研究を行った。

・共同調査研究の結果、備蓄品目や数量の考え方については他都市と遜色がないこ

とが分かったが、その考え方に基づいて備蓄を行うこと、備蓄面積が（2,340㎡）
不足することが明らかになった（別紙 1）。

4 検討経過・
課題 

（検討経過）

・2023年 3月 共同調査研究の結果、遊休財産（土地）等を活用し備蓄場所を確保
するとともに、それでも備蓄面積が不足する東区や南区については民間施設の活

用等も検討するよう方向性が示された。

・2023年 4月 重点事項説明の中では、行政財産の空きスペースを有効活用するこ
とについても検討するよう指示を受ける。

・2023年 5月 全庁に行政財産の空きスペース調査を実施したが、活用可能なスペ
ースは見当たらなかった。

（課題）

・必要とする備蓄面積を確保するため広域防災倉庫の確保が必要である。

5-1 方向性の
提案（目指
すべき姿）

・10㎡程度の備蓄不足面積については、積み直しにより対応及び倉庫規模の見直し
をすることで当初 21箇所の遊休財産（土地）が必要だったものを 11箇所に削減
できる見込みである（別紙 2）。
・11箇所の遊休財産（土地）に 3箇年で広域防災倉庫を整備する。
・企業版ふるさと納税にて寄附見込みのコンテナハウスも活用する。

・備蓄面積が不足する東区や南区は、民間施設の活用等も検討する。

※現状、行政財産の空きスペースはないが、今後も引続き調査を継続する。

5-2 上記の方
向性決定

に向け議

論する事

項（妥当性、
必要性、有効

性など）

・備蓄スペース不足の解消を目指すため、11箇所の遊休財産（土地）へ下記の計画
のとおり広域防災倉庫を整備することについて伺う。

 ※見積額 447,000千円（参考：賃貸で賄う場合 210,000千円/年）

新設倉庫
（新設）

令和7 令和8 令和9

新設倉庫
（設計）

令和6

４箇所新設 ４箇所新設 ３箇所新設

４箇所設計 ４箇所設計 ３箇所設計
・候補となる遊休財産（土地）等の活用検討

6 結果 

□提案どおり進める 

■提案内容を一部見直して進める 

□再度、調査研究等を行い検討 

□その他 

具体的内容 

施設の改修計画を踏まえた保管場所

の確保等、新設以外の方法も含めて

再検討すること。 

7 その他  


